
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

茨城県（平成21年度）

（８）消費者教育・啓発活性化事業 6,507 39553 46,060

0

（９）商品テスト強化事業 0 0 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

1,600 3360 4,960

0 0

1897 2,846

4,522 1290 5,812

0 0 0

都道府県 市町村 合計

12,394 27159 39,553

0 5343 5,343

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0 0 0

949

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

3756 4,327

消費者行政決算総額 344,916

合計

0

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 571

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業

613

26,543 82,971 109,514

613

0 0

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

124,129

220,787

109,514

32%



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

人日

人

人日

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人

人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

石岡市、下妻市、高萩市、鹿嶋市、守谷市、那珂市、かすみがうら市、神栖市、鉾田市、八千代

571県

管内市町村 26 2,860 3,756

対象人員数

1

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

360



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

事業（実績）の概要

相談員研修会旅費及び負担金（16名参加）

弁護士による随時法律制度（県内5地区）
弁護士及び建築士と連携した専門的な相談制度（弁護士24回、建築士15回）

消費生活センターの機能強化（ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ設置、ヘッドホン式電話機、プロジェクター、パソコン購入）
消費生活センターの広報周知（新聞8紙に掲載）

相談員研修会の開催（スキルアップ4回、レベルアップ2回）

4,739

3,155 3,155 1,6001,600

0 0

789 533

0

789

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

448

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

食の安心安全講習会の開催（14回）
食品表示パンフレット及びリーフレット作成（各15,000部）

0

4,739

0 0

4,522

0

相談員等養成講座の開催（県内3ヶ所）、消費者教育講師の派遣(118回）
パンフレット・啓発用物品の作成（高齢者ハンドブック、ステッカー、マイバック、ボールペン等）

9,430

0

0

0

9,430

0

6,507 6,507

0

533

448

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

12,394 12,394

0 0

0

13,179 13,179

416

4,522

0

事業の実績

416

0⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 0 0 0

32,721

0

32,721合計

0 0

26,543

0 0 0

市町村消費生活相談支援員による市町村支援（1名配置）

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

981

0

0

⑫一元的相談窓口緊急整備事業 981 571 571

26,543



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

市町村消費生活相談支援員を配置し、市町村の相談体制を支援した。

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

消耗品（事務机、椅子、ヘッドセット、参考図書）、修繕費（電話移設）、広告費（新聞掲載料）
備品費（ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ、プロジェクター、パソコン）

事業強化・機能強化の成果

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

講習会を開催し、食の安全・安心に係る広報啓発を強化した。

報償費（講師謝金）、旅費（講師交通費）、消耗品（テキスト代、啓発用物品、教育用DVD等）、
印刷費（高齢者・若年者用リーフレット）、広告費（新聞掲載料～

報酬、共済費、旅費（市町村消費生活相談支援員）

報償費（講師謝金）、旅費（講師交通費）、消耗品（テキスト等）

事業名

研修会の開催により、相談員のレベルアップが図られた。

新聞広告、出前講座等により、消費者被害防止の広報啓発を強化した。

旅費（研修会参加16名分）、負担金（研修会参加14名分）

手数料(弁護士、建築士の謝金）

報償費（講師謝金）、旅費（講師交通費）、印刷費（パンフレット・リーフレット）、
使用料（会場使用料2回分）

旅費、負担金を支援し、相談員の研修会参加を促進した。

建築士や弁護士との連携により、相談員の専門的な相談への対応力を強化し

事務機器や参考図書等の整備、新聞広告等により、相談体制を強化した。

対象経費（実績）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

事業計画

人

人日

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

研修参加・受入要望

実地研修受入希望人数 人

法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数人日年間研修総日数

年間研修総日数

人

人日

人日

参加者数

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

水戸市、日立市、土浦市、古河市、石岡市、下妻市、常陸太田市、笠間市、取
手市、牛久市、ひたちなか市、鹿嶋市、潮来市、守谷市、坂東市、かすみがうら
市、神栖市、つくばみらい市、東海村、阿見町

常陸大宮市

常総市、桜川市、行方市、小美玉市

実施市町村

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

130

1,7671,842

3,861

0

2,545

2,803

7,251

204

19,704

2,540

2,803

0

130

0

3,091

150

3,861

0

150

2,338

3,101

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

7,297

2,405

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

高萩市、北茨城市、茨城町、城里町、河内町、八千代町

230

日立市、土浦市、石岡市、結城市、下妻市、常総市、高萩市、笠間市、取手市、
守谷市、常陸大宮市、那珂市、坂東市、稲敷市、かすみがうら市、桜川市、神栖
市、行方市、つくばみらい市、小美玉市、茨城町、大洗町、東海村、美浦村、阿
見町

結城市、ひたちなか市

筑西市、大洗町、大子町

22,279

7,251

204

19,704

230

7,297

22,279

結城市、下妻市、大子町、美浦村

石岡市、下妻市、高萩市、鹿嶋市、守谷市、那珂市、かすみがうら市、神栖市、
鉾田市、八千代町

1,210 658

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

0

1,290

0

1,290

0 0

0

45,232

0

0

82,971

0

4,288

1,622

0

3,472 3,472 3,360

39,73445,055

5,046

613

3,756

83,809

0

00

0

0

1,622

0

0

39,553

0

3,360

95,144

100

0

4,484

100

0

0 0

1,165

96,005

0

水戸市、日立市、土浦市、古河市、石岡市、結城市、龍ヶ崎市、下妻市、常総
市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、笠間市、取手市、牛久市、つくば市、ひた
ちなか市、鹿嶋市、潮来市、守谷市、常陸大宮市、那珂市、筑西市、坂東市、稲
敷市、かすみがうら市、神栖市、行方市、鉾田市、つくばみらい市、茨城町、城
里町、東海村、大子町、美浦村、阿見町、河内町、五霞町、境町、利根町

坂東市、神栖市、行方市、阿見町

日立市、土浦市、石岡市、龍ヶ崎市、取手市、つくば市、坂東市、神栖市、行方
市、小美玉市

見町



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

相談室の増設、展示用備品の購入により、センター機能を強化した。

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

食の安全・安心に関する講習会を実施し、消費者に食品表示、食の安全等の周知啓発を行った。

相談窓口の新設、事務機器・参考図書等の購入により、相談機能を強化した。

相談窓口の整備拡充、事務機器・参考図書等の購入により、相談機能を強化した。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 相談員及び消費者行政担当職員を対象とした研修会を実施し、相談員等のレベルアップを図った。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 研修会に参加する際の旅費・負担金を支援し、相談員の研修会参加を促進した。

⑨消費生活相談窓口高度化事業 弁護士等と連携した相談会を実施し、相談員の専門的な相談への対応力を強化した。

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

啓発用パンフレット・物品の作成、出前講座の実施等により、消費者被害の未然防止に努めた。

事務機器・参考図書等の購入、センター利用の周知啓発等により、センター機能を強化した。

相談室の新設、事務機器・参考図書等の購入、センター開設の周知啓発等により、センター機能を強化した。

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 司法書士及び弁護士等による相談会を実施し、多重債務問題等の相談対応を行った。

82,971

0

0

千円積増し相当分

うち都道府県

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

千円うち管内の市町村合計

109,514

26,543

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

交付金相当分

⑬消費者教育・啓発活性化事業 啓発用パンフレット・物品の作成、出前講座の実施等により、消費者被害の未然防止に努めた。

相談員の増員、休日相談・相談窓口の時間延長等により、相談体制を強化した。



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

- 千円

千円

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円 - 千円 -- 千円 332

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

-- 千円 0

-千円 332 -

97,586

千円 -

①都道府県の消費者行政決算

平成20年度 平成21年度

19,531 千円

チェック項目

-

0.21

-

-

0.38

-

-

20,691 千円

千円

129,045 千円

- 千円

-1,160 千円

103,662 千円

- 千円

0.32

-

98,746 千円 124,129

千円 220,787

千円

千円

千円

前年度差

25,383 千円

- 千円

千円

26,543 千円

98,746 千円

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

215,871

千円

- 千円82,971

117,125 137,816

117,125

千円

千円

千円 344,916

-

千円215,871 千円 235,402

千円

千円 109,514

513,000

13．都道府県の消費生活相談窓口

相談員総数 0平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績 相談員総数 0

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 17 人

0

人

21年度末実績 相談員総数 17 人

0 千円

相談員総数 17人 21年度末実績

0

千円

千円

0 千円

513,000 千円

109,514 千円

千円

405,633 千円

人平成20年度末 相談員総数 17

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

0

相談員総数 0

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

0 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

2,147

相談員総数 0平成20年度末 相談員総数 人うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績0



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 5うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数 5

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 49 人 21年度末実績 相談員総数 68 人

人 21年度末実績 相談員総数 0うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 0

①報酬の向上 ○ 報酬の増額

処遇改善の取組 具体的内容

実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 73平成20年度末 相談員総数 54

④その他

・報酬の増額
高萩市 神栖市

人

処遇改善の取組

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

国民生活センター研修会の参加機会の増加

ヘッドホン式電話機の導入○

①報酬の向上 ○

・相談員の増員
鹿嶋市、守谷市、那珂市、かすみがうら市、神栖市、鉾田市

②研修参加支援 ○

高萩市、神栖市

・相談員の研修参加旅費等の支援
日立市、土浦市、石岡市、結城市、下妻市、常総市、高萩市、笠間市、取手市、守谷市、常陸大宮市、那珂市、坂東市、稲敷市、かすみがうら市、神栖市、
鉾田市、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つくばみらい市、小美玉市、大洗町、東海
村、美浦村、阿見町、

④その他

③就労環境の向上 ○


